
■国と県の第２期総合戦略の主な比較

国 県

第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」
第２期あきた未来総合戦略

～未来への投資、未来への足がかり～

令和元年12月15日県議会に素案提示

2月定例会で案を提示　年度内に成案

見直し 検討中

○ ○

・結婚、出産、子育ての希望をかなえ、生活面の
充実を図るとともに、文化や歴史、街並み等を活
かした「暮らしやすさ」を追求し、地方の魅力を
育み、ひとが集う地域を構築することを目指す
・観光、農業、製造業など、地域ごとの特性を活
かして域外から稼ぐ
・生活・経済圏の維持・確保や、生産性の向上な
どに取り組み、人口減少に適応した地域をつくる
必要がある

・若い世代の「結婚・出産・子育ての希望をかな
える社会づくり」の取組により「自然減の抑制」
を図る
・付加価値と生産性の向上による県内産業の競争
力強化や交流人口の拡大と地域経済の活性化、魅
力ある雇用の創出による若者の県内への定着回帰
・「仕事づくり」「人の流れづくり」を一体的に
進める
・「持続可能な地域づくり」を進めていくことが
必要

稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるよう
にする

産業振興による仕事づくり

地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの
流れをつくる

新しい人の流れづくり

結婚・出産・子育ての希望をかなえる 結婚・出産・子育ての希望をかなえる社会づくり

ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的
な地域をつくる

新たな時代に対応した地域づくり・人づくり

多様な人材の活躍を推進する －

新しい時代の流れを力にする －

基本目標のKPI 数値目標

基本目標１
地方における若者を含めた就業者増加数
　　　　　　　　2024年まで100万人

製造品付加価値額（従業員４人以上の事業所）
　　　　　　　令和６年に6,724億円

若い世代(15～34歳)の正規雇用労働者等の割合
　全ての世代と同水準を維持(2024年度まで)
　現状(2018年)15～34歳の割合　95.9%、
　　　　　　　　全ての世代の割合　95.4%

農業産出額　　令和６年度に1,971億円

女性（25～44歳）の就業率　2025年　82％ 延べ宿泊者数　令和６年度に4,100千人泊

基本目標２
UIJターンによる起業・就業者数
　　　　　2024年まで6万人

本県への移住者数（県関与分）
　　　　　　　　　令和６年度に700人

公立高等学校において、「ふるさと教育」などの
取組の推進方針を教育振興基本計画の中に位置付
けている設置者の割合　2024年度　100％

Aターン就職者数　令和６年度に1,300人

東京都外から東京都内の大学に入学した学生の割
合
　　　　　2024年度　2019年度比で減少

関係人口の創出・拡大に取り組む地方公共団体の
数
　　　　　2024年度　1,000団体

令和元年12月20日閣議決定

数値目標ほか

目指すべき将来

横断的な目標２
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基本目標１

基本目標２

基本目標３

基本目標４

横断的な目標１
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基本目標３
第１子出産前後の女性の継続就業率
　　　　　　　　　　　　　2025年　70％

婚姻率　令和６年に3.1

結婚希望実績指標　　　　　2025年　80％ 合計特殊出生率　令和６年に1.54

夫婦子ども数予定実績指標　2025年　95％
女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定
企業数（従業員数300人以下の企業）
　　　　　　　　　令和６年度に540社

基本目標４
市町村域内人口に対して、居住誘導区域内の人口
の占める割合が増加している市町村数
　　　　　2024年度　評価対象都市の2/3

日常生活に必要なサービス機能が不十分と感じて
いる人の割合　令和６年度に40.0%

地域公共交通特定事業の実施計画の認定総数
　　　　　2024年度　100件

社会活動・地域活動に参加した人の割合
　　　　　　　令和６年度に70.0%

地域連携に取り組む地方公共団体の割合
　　　　　2024年度　75％

横断的な目標１
地域再生法等に基づき指定されているNPO法人
等の数　　　　　　　2024年度　150団体

女性（25～44歳）の就業率　2025年　82％

65～69歳の就業率　2025年　51.6%

障害者の実雇用率　2022年　2.3%

誰もが居場所と役割を持つコミュニティの要素を
取り込んだ全世代・全員活躍型の「生涯活躍のま
ち」に関する構想等を策定している地方公共団体
数　2024年度　200団体

横断的な目標2
未来技術を活用し地域課題を解決・改善した地方
公共団体の数及びその課題解決・改善事例数
2024年度　600団体、600件

ＳＤＧｓの達成に向けた取組を行っている都道府
県及び市区町村の割合　2024年度　60％

（第１期）131　→　（第２期）未定 （第１期）96　→　（第２期）84

基本目標１ － 34

基本目標２ － 11

基本目標３ － 18

基本目標４ － 21

横断的な目標１ － －

横断的な目標２ － －

2/12あきた移住促進協議会

・秋田移住サポートシステム

・移住・就業支援事業（マッチングサイトの概要）

重要業績評価指標
（KPI）

－

－

その他


